
（総点検説明順）

県出資
割合

うち長期
借入金

1

山形ｼﾞｪｲｱｰﾙ直行特急保有(株)
【代表者】代表取締役社長 榧森茂
【所在地】山形市香澄町1-1-1
【設立】S63.5.6
【所管】企画振興部総合交通政策課

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

山形新幹線整備のため県がＪＲ等と設立

⇒・東北新幹線と奥羽線（福島・山形間）と
の直通運転に係る鉄道施設等をＪＲ東日本に
貸付

10,200 4,600 45.1% 14,800 210 0 14,591 4,391 1,406 477 928 601 0 0 0% 0 0

2

山形空港ビル(株)
【代表者】代表取締役社長 佐藤正彦
【所在地】東根市大字羽入字柏原新林3008
【設立】S57.5.10
【所管】企画振興部総合交通政策課

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

空港に不可欠な空港ビル、空港設備の管理運
営

⇒・山形空港ビル、付帯施設の賃貸　　等

480 154 32.0% 1,715 147 0 1,568 1,088 224 192 33 3 0 0 0% 11 15

3

庄内空港ビル(株)
【代表者】代表取締役社長 林祐司
【所在地】酒田市浜中字村東30-3
【設立】H元.9.11
【所管】企画振興部総合交通政策課

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

空港に不可欠な空港ビル、空港設備の管理運
営

⇒・庄内空港ビル、付帯施設の賃貸　　等

480 144 30.0% 1,408 108 0 1,300 820 376 302 73 50 0 0 0% 4 0

4

山形鉄道(株)
【代表者】代表取締役社長 中井晃
【所在地】長井市栄町1-10
【設立】S63.4.26
【所管】置賜総合支庁総務企画部総務課連
携支援室

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

地元高校生の通学手段、地域住民の足とし
て、また観光ツールのほか、都市機能のシン
ボルとしても重要な役割を担っている

⇒・フラワー長井線の運行

478 150 31.4% 213 77 0 136 ▲342 189 276 ▲86 16 0 0 0% 1 0

5

(公財)山形県生涯学習文化財団
【代表者】理事長 細谷知行
【所在地】山形市緑町1-2-36
【設立】H2.2.21(H24.4.1 公財移行)
【所管】観光文化ｽﾎﾟｰﾂ部県民文化ｽﾎﾟｰﾂ課

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

県民の生涯に渡る学習活動、文化事業の支
援、男女共同参画社会づくり

⇒・生涯学習ｾﾝﾀｰ・遊学館・洗心庵・文翔
館・男女共同参画ｾﾝﾀｰﾁｪﾘｱの施設管理運営
・芸術文化事業　　等

3,305 3,244 98.2% 3,364 38 0 3,326 22 377 376 0 1 0 0 0% 9 229

6

(公財)やまがた教育振興財団
【代表者】理事長 大瀧保
【所在地】山形市緑町1-2-36
【設立】H16.11.25(H23.4.1 公財移行)
【所管】総務部学事文書課

自
律
的
サ
ー

ビ
ス

質の高い教員の養成、県内教育を支える山大
地域教育文化学部の活性化のため

⇒・県教員となる意思を有する者に奨学金を
貸与

265 227 85.6% 268 1 0 267 237 0 3 ▲3 ▲3 0 0 0% 0 0

【支出】事業の効率的執行及び経常経費の縮減
【収入】資産運用益の確保
【体制】役員11(常勤0)、職員4(正職員0)

〇　生涯学習文化財団の専務理事は
やまがた教育振興財団の専務理事を
兼務
〇　生涯学習文化財団の総務部長、
管理部長、管理課課長補佐、管理調
整員はやまがた教育文化財団の事務
局長、同次長、同補佐、主事を兼務

7

(一社)山形県私立学校振興基金
協会
【代表者】会長 児玉昭平
【所在地】山形市松波4-6-11
【設立】S51.4.6(H26.4.1 一社移行)
【所管】総務部学事文書課

他
団
体
主
導

私立学校の施設整備推進及び経営安定を図
り、教育環境の向上に資するものとして、県
内学校法人会員を中心として、県も出資し設
立

⇒・学校法人等が、低利融資を受けられるよ
う金融機関に預託

292 100 34.3% 335 292 0 44 44 5 7 ▲2 ▲2 0 0 0% 0 0

【公社等の形態に係る類型】

◎アウトソーシング：県のアウトソーシング先として設立（県の業務の受け皿）；「公の施設」の管理や県の業務の委託先　など
◎自律的サービス　：自律的サービスの提供主体として設立（サービスの主体）；財産（基金）を活用した公益サービス提供、公共的事業を行う株式会社　など
◎国制度等　　　　：国の制度や枠組みに基づき全国的に設立（政策の担い手）；法令等に基づき政策の担い手として位置づけられている団体　など

◎他団体　　　　　：他団体主導（運営）　　　　　　　　　　　　　　　　　；県が主導的に運営していない公社等


（※）「正味財産－基本財産等[▲は累積損失]」は、公社等の活動により生じた正味財産（純資産）の増加（減少）部分に相当するもの。

■公社等見直し計画の概要　（第５回総点検：企画振興部、置賜総合支庁、観光文化スポーツ部、総務部所管分）

法人概要 類型

事業の意義
・

主な事業内容

出資等
金額

県の
出資等
金額

財務・経営状況（H28決算） 県の財政的関与状況(H28決算)

経営効率化・収支改善等に向けた取組内容等
貸借対照表 正味財産増減計算書（損益計算書）

④債務保
証・損失補

償残高

⑤県の
長期貸付

残高

【支出】照明LED化などランニングコストの削減
【収入】広告・テナントの営業強化、ＷＥＢショップの拡大強化
【体制】役員15(常勤2,うち県OB1)、職員8(正職員8)
【その他】長期借入金は平成29年度中に償還完了予定

【支出】備品再リースによる経費の縮減
【収入】JR東日本との施設賃貸契約に基づき、使用料収入を確保
【体制】役員11(常勤3,うち県OB1)、職員4(正職員4)
【その他】H29年度末に賃貸契約終了のため、今後のあり方等について検討

【支出】施設・設備の維持管理費節減
【収入】館内広告の営業強化
【体制】役員12(常勤2,うち県OB1)、職員9(正職員9)

資産 負債
①正味財産
（純資産）

[▲は債務超過]

②正味財産
－基本財産等
[▲は累積損失]

経常収益 経常費用
当期

経常損益

③当期一般
正味財産増減
[当期純損益]

⑥債務元利償
還金に対する

県依存率
補助金 委託料

【支出】人件費や維持・修繕費の効率的な執行
【収入】地域資源を活用した旅行商品の造成、沿線企業との連携、
　　　　沿線住民の利用拡大等の各種増収策の展開
【体制】役員13(常勤1)、職員35(正職員19)
【その他】新経営改善計画(H28～32)を策定、上下分離方式導入
　　　　　※山形鉄道運営助成基金への負担金あり（H28:27,972千円）

【支出】経費の全体的な節減
【収入】貸館の利用目標設定、検証
【体制】役員10(常勤3,うち県OB3)、職員38(正職員1)
【その他】中期経営計画(H26～28)を策定し、経営健全化に努力

【支出】管理費支出の縮減
【収入】会費収入の確保、預託金利息収入の確保
【体制】役員12(常勤1,うち県OB1)、職員0

（単位：百万円） 
参考資料 
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